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平成２１年１１月１９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 公売公告取消請求控訴事件（原審・東京地方裁判所

平成●●年（○○）第●●号） 

 

       判     決 

控訴人  Ｘ 

被控訴人  国 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴人が当審において追加した公売公告の無効確認の訴えを却下する。 

３ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴人 

⑴ 原判決を取り消す。 

⑵ 原判決別紙「強制執行停止の申立書」の別紙公売不動産目録記載の不動産

（以下「本件不動産」 という。）につき、東京国税局長が平成２１年３月１

７日付けで行った公売公告（以下｢本件公売公告｣という。）の無効を確認す

る。 

⑶ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

２ 被控訴人 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

本件は、控訴人が、本件不動産につき、東京国税局長が平成２１年３月１７
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日付けで行った公売公告の取消しを求めた事案である。原審は、本件公売公告

は、売却決定の日時を平成２１年６月１６日午前１０時００分としたものであ

るところ、東京国税局長は、国税不服審判所長が控訴人の本件公売公告等の取

消しを求める審査請求に対して同日時までに裁決を行わなかったことから、国

税通則法１０５条１項ただし書に該当するとして当該売却決定を行わなかった

ため、本件公売公告は同日時の経過により失効しているから、同公告の取消し

を求める訴えの利益はないとして、控訴人の上記訴えを却下する判決をした。 

控訴人はこれを不服として控訴をし、原判決の取消しを求め、本件公売公告

の無効確認を求める訴えを追加した。 

控訴人は、控訴理由書を提出せず、本件公売公告の無効理由については何ら

主張していない。本件公売公告は４回同じ公告をしたうちの３回目だから違法

確認の利益があると主張した。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所は、控訴人の本件公売公告について取消し及び無効確認を求める各 

訴えは、いずれも不適法であり、却下すべきものと判断する。その理由は、次

項において、控訴人が当審において追加した本件公売公告の無効確認の訴えに

対する判断を付加するほか、原判決｢事実及び理由｣の「第３ 当裁判所の判断」

の１に記載のとおりであるから、これを引用する。 

２ 本件公売公告の無効確認の訴えについて 

本件公売公告が、本件不動産に係る売却決定が予定されていた日時である平

成２１年６月１６日年前１０時００分に売却決定がされずに経過したことによ

り失効していることは、前記判示のとおり（原判決を引用）である。そうする

と、控訴人は、本件公売公告に続く処分による損害を受けることはなく、同公

告の無効確認を求める法律上の利益がある者とは認められないし、同公告の存

否又はその効力の有無を前提とする現在の法律関係に関する訴えによって目的

を達することができないとも認められないから、同公告の無効確認を求める訴
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えは不適法であり（行政事件訴訟法３６条）、その不備を補正することができ

ない。 

なお、控訴人は、本件公売公告は、本件不動産について４回同じ公売公告を

したうちの３回目だから違法確認の利益があると主張するが、４回同じ公売公

告がされたことを認めるに足りる証拠はなく（公告中の「売却決定の日時」が

異なるものと思われる。）、上記結論を左右しない。 

３ 結論 

よって、本件公売公告の取消しの訴えについて訴えを却下した原判決は相当

であって本件控訴は理由がなく、控訴人が当審において追加した本件公売公告

の無効確認を求める訴えは不適法であって却下すべきであるから、主文のとお

り判決する。 
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